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されるので，破産債権（破産法 2条 5項）に該当するとし，破産法67条 1 項によ
































































































産法72条 1 項 1 号等の相殺制限の問題として検討すべきではないかと思われる。
　　　⑵平成7年判決および平成10年判決との関係
　破産債権と同じ倒産債権である和議債権について，最二小判平成 7 ･ 1 ･20民





































































































































































































































































　最高裁は，本件において，相殺禁止の実定法上の根拠を破産法72条 1 項 1 号







































































1 項 1 号の類推適用を認めようとするもので，容易に無委託保証人の事後求償
権を自働債権とする相殺を認めないとする立場に立つもので， ３．の相殺の担
保的機能をめぐる実質判断に基づき，破産法72条 1 項 1 号の解釈として，一歩
踏み込んだ判断がされたものと評価することができるだろう。
Ⅴ　おわりに
　相殺の担保的機能は，破産法においても，その機能を強化（債権の現在化，金
銭化）して維持されている。この点から，控訴審 ･第一審のように，無委託保
証人が破産手続開始決定後に保証債務を弁済して事後求償権を取得とした場合
も，これを自働債権とする相殺を認めようとする考え方にも一理あろう。しか
し，最高裁これを否定し，一定の場合は，無委託保証人の事後求償権による相
殺が認められないとする準則を打ち立てたもので，その実際的意味は大きいと
思われる。そして，これが再建型の手続きである民事再生・会社更生において
も同様に解されることは，本判決が傍論的に判示するところである。
　実務においても，本判決を受け，無委託保証の事後求償権を自働債権とする
相殺は不可能であることを前提に対応を考えていくこととなりそうである。こ
のような取扱いをしたとしても，金融機関が主債務者の委託を受けずに，その
債務を保証する取引においては，主債務者は自金融機関の取引先であることを
前提としているわけではないこと，また，主債務種の預金が存在していたのも
たまたまであったにすぎないことから，金融機関の相殺期待にそれほどの合理
性が認められるわけではないだろう。
　ただし，一般的問題として，相殺の担保的機能に関する合理的期待が，どの
範囲で許容されるかという問題は，依然として不明確のままである。本件事例
も含め類型化の作業が不可欠であろう。本稿では，もはやその余裕がないので，
今後の課題として他日を期したい。
27）
28）
小林・前掲（注10）81頁，前掲（注24）パネルディスカッション42頁の服部・浅田・中本各氏
の発言。多数説である。
藤原省吾「委託なき保証における事後求償権を自働債権した相殺の効力に関する最高裁判決」
金法1954号 5 頁（2012年）参照。
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